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大規模小売店舗立地法の指針 
 
１ 駐車需要の充足その他による大規模小売店舗の周辺の地域の住民の利便及びその他の業務の利便

の確保のために配慮すべき事項 
 
（１） 駐車場需要の充足等交通にかかわる事項 
①駐車場の必要台数の確保（交通政策課）                      （単位：台） 

法

律

の

指

針 

大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針 
「必要駐車台数」＝「小売店舗へのピーク 1 時間当たりの自動車来台数」 

×「平均駐車時間係数」 
         ＝「一日の来客（日来客）数（人）」（「A：店舗面積当たり日来客数原単位（人

／千㎡）」×「当該店舗面積」（千㎡）） 
          ×「B：ピーク率（％）」 
          ×「C：自動車分担率 (％)」 
          ÷「D：平均乗車人員（人／台）」 
          ×「E：平均駐車時間係数」 

現 
状 

区  
都 東京都駐車場条例 

区

の

対

応 

大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針どおりに運用する。 
（参考）                                （単位：台） 
 駅からの距離 店舗面積（㎡） 

商業・近隣   
商業地域 

 10,000 ㎡ 5,000 ㎡ 3,000 ㎡ 1,001 ㎡ 
500m  398  145    72   19 
300m  278  101    51   13 
100m  159   58    29    8 

0m   99   36    18    5 
その他地域 距離規定なし  510  207   107   29 

 

 
②駐車場の位置及び構造等（交通政策課） 
法

律

の

指

針 

・効率的な駐車場形式の選択及び駐車場の出入り口の数、位置 
・駐車待ちスペースの確保 
・駐車場の分散確保 
・駐車場出入口における交通整理 

現 
状 

区  
都  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針どおりに運用する。 
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③駐輪場の確保等（交通政策課） 
法

律

の

指

針 

・自転車及び自動二輪車等については、年間の平均的な休祭日のピーク 1 時間に必要な駐輪・駐

車場を確保すること。 
（参考【自転車】）店舗面積 3,000 ㎡以下で商業地区は 35 ㎡に 1 台 
 

現 
 
状 

区 「飾区自転車の安全利用及び駐車秩序に関する条例」※商業・近隣商業地域のみ適用 
（店舗面積 300 ㎡以上は 15 ㎡に 1 台、5,000 ㎡以上は 30 ㎡に 1 台設置） 

都  
区

の

対

応 

・「飾区自転車の安全利用及び駐車秩序に関する条例」により運用し、商業・近隣商業地域以

外の地域のおいてもこの条例を準用する。（※店舗面積に含まれる部分については、立地法と条例

では範囲が異なる。） 

 
④荷さばき施設の整備等（交通政策課・道路管理課・道路補修課） 
法

律

の

指

針 

・荷さばき施設の整備 
・計画的な搬出入 

現 
状 

区  
都  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針どおりに運用する。 

 
⑤経路の設定等（交通政策課・道路管理課・道路補修課・教育総務課） 
法

律

の

指

針 

・案内表示の設置や交通整理員の配置等 
・搬出入車両の運行について 
・公共交通の利用やパーク&ライド事業の活用等 
 

現 
状 

区  
都  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針どおりに運用する。 
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（２）歩行者の通行の利便の確保等（道路管理課・道路補修課） 
法

律

の

指

針 

・商業地域である場合、周辺商店等の顧客の通行の利便が損なわれる場合、あるいは市町村等の公

的な計画に基づいて通行の利便確保の事業が行われている場合、大型店の出入り口の位置、敷地

内の通路の位置等についての工夫を行う。 
・荷さばき施設の位置により、一般買い物客の通行が妨げられないよう配慮を行うこと。 
・閉店後の夜間通行に配慮した夜間照明設備の設置等の配慮を行うこと。 

現 
状 

区  
都  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針どおりに運用する。 
  また、歩行者の安全を確保する見地から、道路上への商品の陳列や看板の設置等は行わないよ

う指導する。 

 
（３）廃棄物減量化及びリサイクルについての配慮（清掃事務所） 
法

律

の

指

針 

・廃棄物の減量化やリサイクルを促進し、環境負荷の少ない循環型社会を形成することは、社会全

体として求められている課題であり、関係法令等の制定等による制度面での進展や、区の施策と

の整合性に配慮しつつ、廃棄物の減量化及びリサイクル活動を推進するように努める。 
・地域の住民等の意識を高めるため、「廃棄物の減量化」及び「リサイクル推進」に資する活動等

の実施においては、その内容について地域の住民等への情報公開を推進する。 
現 
状 

区 ２（２）廃棄物にかかわる事項等に記述あり 
都  

区

の

対

応 

・２（２）廃棄物にかかわる事項のとおり 

 
（４）防災・防犯対策への協力（危機管理課・生活安全課） 
法

律

の

指

針 

・地方公共団体から災害時の避難場所として駐車場等敷地の一部の使用、若しくは店舗で扱ってい

る範囲の物資の緊急時における提供を行うための協定等について締結要請があった場合の必要

な協力を行う。 
・周辺地域での防犯や青少年の非行防止の対策の一助として、駐車場等への適切な照明の設置、警

備員の巡回等の配慮を行う。 

現 
状 

区  
都  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針及び下記の通り運用する。 
 ア 災害発生に備えた物資等の優先供給協定について協議を行う。 
 イ 設置者に対し日頃から地域との関係向上に努め、防災訓練等には積極的に協力するよう求め 
る。 
 ウ 設置者に対し駐輪場の巡回や自転車の鍵かけを注意喚起するなど防犯への取り組みへの協 
力を求める。 
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２ 騒音の発生その他による大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の悪化の防止のために配慮すべ

き事項 
 
（１）騒音の発生にかかわる事項 
①騒音問題に対する対応策（環境課） 
法

律

の

指

針 

・騒音問題への一般的対策 
・荷さばき作業等営業活動に伴う騒音への対策 
・付帯設備及び付帯施設等における騒音対策 

現 
状 

区 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例及び騒音規制法による指導 
都 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（日常生活等に適用する規制基準） 

 
区    域 

時間の区分 
午前６～

午前８ 

午前８～

午後７ 

午後７～

午後１１ 

午後１１

～午前６ 

第一種（第 1 種・第２種低層住居地域、田園住居地域等） ４０db ４５db ４０db ４０db 
第二種（第 1 種・第２種中高層住居専用地域、第 1 種・第 2 種住居

地域等） 
４５db ５０db ４５db ４５db 

第三種（近隣商業、商業、準工業、工業地域等） ５５db ６０db 
  ＊ 

５５db
＊＊ 

５０db 

第四種（商業地域であって知事が指定する地域） ６０db ７０db 
＊ 

６０db
＊＊ 

５５db 

＊ 第三種区域及び第四種区域は午前 8 時から午後 8 時 
＊＊ 第三種区域及び第四種区域は午後 8 時から午後１１時 

区

の

対

応 

・荷物の搬入に伴う、トラックの運搬経路が、スムーズに当該敷地内に入り、路上で待機しアイド

リングなどによる騒音・排気ガス等で環境を阻害することのないよう敷地内でトラック等が待機

できるよう十分作業所のスペースを確保すること。 
・深夜、早朝の荷さばき場での作業音やトラックのバックソナー等による騒音等が周囲の環境に影

響を与えないよう防音壁等を設置すること。 
・駐車場内のアイドリングによる騒音・排気ガス・ドアーの開閉音等で付近環境を乱すことのない

よう駐車場設置には十分配慮し、必要とあれば防音壁等を設置すること。 

 
②騒音の予測・評価について（環境課） 
法

律

の

指

針 

・予測・評価に当たっての基本的事項 
・騒音の総合的な予測・評価方法 
・発生する騒音ごとの予測・評価方法 

現 
状 

区 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例及び騒音規制法による指導 
都 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例及び騒音規制法による指導 
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区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針どおりに運用する。 

 
（２）廃棄物にかかわる事項等 
①廃棄物の保管について（清掃事務所） 
法

律

の

指

針 

保管のための施設用量の確保                 （保管日数：2 日） 
 店 舗 面 積 

10,000 ㎡ 5,000 ㎡ 3,000 ㎡ 1,000 ㎡ 
廃棄物等の保管容量 ６２㎥ ４７㎥ ２８㎥ １０㎥ 

 

現 
状 

「飾区廃棄物の処理及びリサイクルに関する条例」 

区 店舗面積 1,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満 延床面積 3,000 ㎡以上 
「大規模小売店舗等における事業系

廃棄物の減量及び適正処理に関する

要綱」 
ア 提出書類 
・廃棄物管理責任者選任届 
・大規模小売店舗における再利用計

画書 
・中小規模建築物の廃棄物保管場所

兼集積所等の設置届 
（作成提出は努力義務） 

イ 廃棄物排出量の算出基準につい

ては、特に定めなし 

「事業用大規模建築物における廃棄物の減量及び適

正処理に関する指導要綱」 
ア 提出書類 
・廃棄物管理責任者選任届 
・事業用大規模小売店舗における再利用計画書 
・再利用対象物保管場所設置届兼廃棄物保管場所等設

置届 
イ 廃棄物排出量の算出については下記を参照 

（保管日数 2 日） 

 
＊1 ㎥を１９０㎏として計算すると 

 
・排出量は原則として６０ℓのポリ容器に換算し、そ

れを収納するスペースの置き場を確保する。 
・別途粗大ごみ保管場所を 3 ㎡以上確保する。 
・別途再利用対象物保管場所を確保する。 

（１万㎡未満は４㎡以上） 
 
 
 

 10,000 ㎡ 5,000 ㎡ 3,000 ㎡ 
店 舗 1.6t 0.8t 0.48t 
飲食店 4.0t 2.0t 1.2t 

 10,000 ㎡ 5,000 ㎡ 3,000 ㎡ 
店 舗 8.5 ㎥ 4.3 ㎥ 2.6 ㎥ 
飲食店 21.1 ㎥ 10.6 ㎥ 6.4 ㎥ 
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区

の

対

応 

・「飾区廃棄物の処理及びリサイクルに関する条例」により運用し、店舗面積１，０００㎡以上

３，０００㎡未満の大規模小売店舗は、「大規模小売店舗等における事業系廃棄物の減量及び適

正処理に関する要綱」、延床面積３，０００㎡以上の大規模小売店舗については「事業用大規模

建築物における廃棄物の減量及び適正処理に関する指導要綱」に基づく届出等で指導する。 
 
②廃棄物等の運搬や処理について（清掃事務所） 
法

律

の

指

針 

・廃棄物等の保管場所の位置及び構造等 
・廃棄物等の運搬業者等処理業者の適正な選定 
・廃棄物等の敷地内処理の場合の適正な運営 
・廃棄物等の運搬及び処理の適切な処理 

現 
状 

区  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針どおりに運用する。 
  ただし、運搬処理については事業者自己処理の徹底を図っていくものとする。 

 
③その他廃棄物等の対応策（環境課） 
法

律

の

指

針 

・その他廃棄物等の生活環境悪化の問題等の適正な対応策について 

現 
状 

区  

区

の

対

応 

・悪臭等に関しては、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例及び悪臭防止法に基づいて運

用する。 
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（３）街並みづくり等への配慮等（環境課・都市計画課・住環境整備課） 
法

律

の

指

針 

・地域における統一した色彩や外観整備、風致地区などの地区指定に対する配慮。 
 また、植栽などの連続性や、照明装置等明るさ等への配慮など。 

現 
状 

区 「飾区緑の保護と育成に関する条例」 
※敷地面積が 300 ㎡以上が対象（建築物、駐車場等） 
 （国及び地方公共団体が有する敷地は 250 ㎡以上） 

１ 地上部の緑化基準 
(1) 1,000 ㎡未満の敷地       ｛敷地面積×(1－法定建ぺい率)｝×0.2 
(2) 1,000 ㎡以上の敷地 

ア 敷地面積×0.2 
イ｛敷地面積×(1－法定建ぺい率)｝×緑化率－控除面積 

  のうち、いずれか少ない面積 
 
 
 
 
 
 

※空地面積＝敷地面積×(1－法定建ぺい率) 
    ※敷地面積が 1,000 ㎡以上でかつ法定建ぺい率が 90％以上の場合は、法定建ぺい

率を 90％として緑化する面積を算出する。 
ただし、(1)(2)の基準にかかわらず総合設計制度等を適用する建築物等に対しては、次に

よって算出される面積 
  (a) 5000 ㎡未満の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡未満) 

(敷地面積－建築面積)×0.3 
  (b) 5000 ㎡以上の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡以上) 
    (敷地面積－建築面積)×0.35 
 

２ 建築物上の緑化基準 

1,000 ㎡以上の敷地が対象 

 （国及び地方公共団体が有する敷地は 250 ㎡以上） 
 
(1)総合設計制度等を適用して計画する建築物等       
  (a) 5000 ㎡未満の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡未満) 
    屋上の面積×0.3 
  (b) 5000 ㎡以上の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡以上) 
    屋上の面積×0.35 

空地面積 緑化率 控除面積 
1,200 ㎡未満 10 分の 3 0 ㎡ 
1,200 ㎡以上 2,000 ㎡未満 10 分の 5 240 ㎡ 
2,000 〃 2,800 〃 10 分の 6 440 ㎡ 
2,800 〃 10 分の 7 720 ㎡ 
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(2)前項以外の施設                    
  (a) 5000 ㎡未満の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡未満) 
       屋上の面積×0.2 
  (b) 5000 ㎡以上の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡以上) 
    屋上の面積×0.25 

 ※屋上とは建築物の屋根部分で人の出入り及び利用可能な部分をいい、屋上面積とは屋上

のうち建築物の管理に必要な施設に係る部分の面積を除いた面積をいう。  
 
３ 接道部の緑化基準 

1,000 ㎡以上の敷地が対象 
（国及び地方公共団体が有する敷地は 250 ㎡以上） 
接道部緑化長さ≧接道部長さ×接道部緑化基準(率) 

接道部緑化基準(率) 
敷地面積 

 
 
施設の区分      

1,000 ㎡
未満 

1,000 ㎡
以 上
3,000 ㎡
未満 

3,000 ㎡以
上 10,000
㎡未満 

10,000 ㎡
以 上
30,000 ㎡
未満 

30,000
㎡以上 

住宅、宿泊施設 6/10 7/10 8/10 

屋外運動場施設・屋外娯
楽施設、墓地、廃棄物等
の処理施設 

7/10 8/10 

工場、店舗、事務所、駐
車場、資材置場、作業場 

3/10 5/10 6/10 7/10 

庁舎、学校、医療施設、
福祉施設、集会施設 

6/10 7/10 8/10 

上記以外の施設 3/10 6/10 7/10 

 
その他 
※地上部の緑化面積を建築物上の緑化に振り替えることができる 
※建築物上の緑化面積を地上部の緑化面積に振り替えることができる 
※緑の基準を満たすことのできない相当の理由があり、かつ、飾区長がその理由を認める

ときは、この基準を緩和することができる。 
「飾区都市計画マスタープラン」平成 23 年 7 月 

都市計画マスタープラン「景観まちづくりの方針」の趣旨を踏まえて、飾らしい個性と

魅力ある景観づくりに配慮する。 
 

「飾区風致地区条例」 
※許可が必要な行為 

ア、土地の形質変更（盛土・切土） イ、木竹の採取（伐採・移植） ウ、土石の採取 
エ、水面の埋め立て・干拓  オ、建築物・工作物の設置  カ、建築物の色彩変更 
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都 「東京における自然の保護と回復に関する条例」 
（１）地上部の緑化 

①総合設計制度等を適用して計画する建築物の敷地又は再開発等促進区（地区整備計画 
 が定められている区域に限る。）、高度利用地区若しくは特定街区内の建築物の敷地 

   ア 5000 ㎡未満の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡未満) 
     （敷地面積－建築面積）×0.3 
  イ 5000 ㎡以上の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡以上) 
     （敷地面積－建築面積）×0.35 
②前項以外の敷地 

   ア 5000 ㎡未満の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡未満) 
    次のＡ又はＢによって算出された面積のうち小さいほうの面積 
        Ａ：（敷地面積－建築面積）×0.2 
    Ｂ：｛敷地面積－（敷地面積×建ぺい率×0.8）｝×0.2 
   イ 5000 ㎡以上の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡以上) 
    次のＡ又はＢによって算出された面積のうち小さいほうの面積 
        Ａ：（敷地面積－建築面積）×0.25 
    Ｂ：｛敷地面積－（敷地面積×建ぺい率×0.8）｝×0.25 

（２）建築物上の緑化    
①総合設計制度等を適用して計画する建築物の敷地又は再開発等促進区（地区整備計画 
 が定められている区域に限る。）、高度利用地区若しくは特定街区内の建築物の敷地 

   ア 5000 ㎡未満の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡未満) 
     屋上面積×0.3 
  イ 5000 ㎡以上の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡以上) 
     屋上面積×0.35 
②前項以外の敷地 

   ア 5000 ㎡未満の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡未満) 
    屋上面積×0.2 
   イ 5000 ㎡以上の敷地(国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1000 ㎡以上) 
    屋上面積×0.25 

（３）接道部の長さに次の緑化率を乗じ得た長さの緑化 
敷地面積 1,000 ㎡未満 1,000 ㎡以上 

3,000 ㎡未満 
3,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 

店舗等 ３／１０ ５／１０ ６／１０ ７／１０ 
（４）植栽本数 緑化面積 10 ㎡当たり、高木 1 本、中木 2 本、低木 3 本以上を基本とする。 
「東京都景観条例」 
  周辺地域への大きな影響を及ぼす規模の事業を届出の対象として、その場所にふさわし

い景観へ誘導する。 
（届出を要する事業） 

ア 高さ６０ｍ以上又は延床面積３万㎡以上の建築物の新築、増築又は移転 
イ 土地区画整理事業（２０㌶以上） 
ウ 市街地再開発事業（１㌶以上） 
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区

の

対

応 

・「飾区緑の保護と育成に関する条例」、「東京における自然の保護と回復に関する条例」、「飾

区風致地区条例」、「東京都景観条例」に従い運用する。 
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大規模小売店舗立地法における役割分担表 
 
１ 総合的な調整 
 
 担当課 関係法規・条例 
（１）届出書の配布及び縦覧 
（２）検討委員会の開催 
（３）その他調整事項 

 
産業経済課 

 

 
 
２ 周辺地域の住民及びその他の業務の利便の確保 
 
 担当課 関係法規・条例 
（１）駐車場にかかわる事項   

   ①駐車場の必要台数の確保 交通政策課 
大規模小売店舗立地法第 4 条 
に基づく指針 

   ②駐車場の位置及び構造等 交通政策課 
大規模小売店舗立地法第 4 条 
に基づく指針 

   ③駐輪場の確保等 交通政策課 
飾区自転車の安全利用及び 
駐車秩序に関する条例 

   ④荷さばき施設の整備等 
交通政策課 
道路管理課 
道路補修課 

大規模小売店舗立地法第 4 条 
に基づく指針 

   ⑤経路の設定等 

交通政策課 
道路管理課 
道路補修課 
教育総務課 

大規模小売店舗立地法第 4 条 
に基づく指針 

（２）歩行者の通行の利便の確保等 
道路管理課 
道路補修課 

 

（３）廃棄物減量化及びリサイクルについ

ての配慮 
清掃事務所 

飾区廃棄物の処理及びリサ 
イクルに関する条例 

（４）防災・防犯対策への協力 
危機管理課 
生活安全課 
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３ 周辺地域の生活環境悪化の防止 
 
 担当課 関係法規・条例 
（１）騒音の発生にかかわる事項   

   ①騒音問題に対する対応策 環境課 
・都民の健康と安全を確保する環

境に関する条例 
・騒音規制法 

   ②騒音の予測・評価について 環境課 
・都民の健康と安全を確保する環

境に関する条例 
・騒音規制法 

（２）廃棄物にかかわる事項   

   ①廃棄物の保管について 清掃事務所 
・飾区廃棄物の処理及びリサイ

クルに関する条例 

②廃棄物等の運搬や処理について 清掃事務所 
・飾区廃棄物の処理及びリサイ

クルに関する条例 

   ③その他廃棄物等の対応策 環境課 
・都民の健康と安全を確保する環

境に関する条例 
・悪臭防止法 

（３）街並みづくり等への配慮等 

環境課 
・飾区緑の保護と育成に関する

条例 

都市計画課 
・東京都景観条例 
・飾区風致地区条例 

住環境整備課 ・飾区風致地区条例 
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飾区特定商業施設の立地に関する要綱（５００㎡～１，０００㎡等） 
（１）駐車場に関する事項 
①駐車場の必要台数の確保（交通政策課） 

法

律

の

指

針 

大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針 
「必要駐車台数」＝「小売店舗へのピーク 1 時間当たりの自動車来台数」 

×「平均駐車時間係数」 
         ＝「一日の来客（日来客）数（人）」（「A：店舗面積当たり日来客数原単位（人

／千㎡）」×「当該店舗面積」（千㎡）） 
          ×「B：ピーク率（％）」 
          ×「C：自動車分担率 (％)」 
          ÷「D：平均乗車人員（人／台）」 
          ×「E：平均駐車時間係数」 

現 
状 

区  
都 東京都駐車場条例 

区

の

対

応 

区として独自の計算式を作成する基準を持っていないので、大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく

指針を準用する。ただし、地域の実情に応じて駐車台数の増減をするなどの対応を図る。 
（参考）                                （単位：台） 
商業・近隣 
商業地域駅からの 
距離 

店舗面積（㎡） 
1000 
㎡ 

950 
㎡ 

900 
㎡ 

850 
㎡ 

800 
㎡ 

750 
㎡ 

700 
㎡ 

650 
㎡ 

600 
㎡ 

500 
㎡ 

500m 19 18 17 16 15 14 13 12 11 10 
300m 13 12 12 11 10 10 9 8 7 7 
100m 8 7 7 6 6 5 5 5 4 4 

0m 5 4 4 4 4 3 3 3 3 2 
その他地域 

距離規定なし 
29 27 26 24 23 21 20 18 16 15 

 

 
②駐車場の位置及び構造等（交通政策課） 
立

地

法

の

指

針 

・効率的な駐車場形式の選択及び駐車場の出入り口の数、位置 
・駐車待ちスペースの確保 
・駐車場の分散確保 
・駐車場出入口における交通整理 

現 
状 

区  
都  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針に準ずる運用を行う。 
 ただし、駐車場出入口に交通整理員を配置するなど、地域の実情を考慮に入れた対応を図る。 
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（２）駐輪場に関する事項（交通政策課） 
立

地

法

の

指

針 

・自転車及び自動二輪車等については、年間の平均的な休祭日のピーク 1 時間に必要な駐輪・駐

車場を確保すること。 
（参考【自転車】）店舗面積 3,000 ㎡以下で商業地区は 35 ㎡に 1 台 
 

現 
 
状 

区 「飾区自転車の安全利用及び駐車秩序に関する条例」※商業・近隣商業地域のみ適用 
（店舗面積 300 ㎡以上は 15 ㎡に 1 台、5,000 ㎡以上は 30 ㎡に 1 台設置） 

都 主管課における対応 
区

の

対

応 

・「飾区自転車の安全利用及び駐車秩序に関する条例」により運用し、商業・近隣商業地域以外

の地域のおいてもこの条例を準用する。（※店舗面積に含まれる部分については、立地法と条例

では範囲が異なる。） 
 

 
（３）荷さばき施設の整備等（道路管理課・道路補修課・交通政策課） 
立

地

法

の

指

針 

・荷さばき施設の整備 
・計画的な搬出入 

現 
状 

区  
都  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針に準ずる運用を行う。 

 
（４）経路の設定等（交通政策課・道路管理課・道路補修課・教育総務課） 
立

地

法

の

指

針 

・案内表示の設置や交通整理員の配置等 
・搬出入車両の運行について 
・公共交通の利用やパーク&ライド事業の活用等 
 
 
 
 
 

現 
状 

区  
都  
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区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針に準ずる運用を行う。 

 
（５）廃棄物減量化及びリサイクルについての配慮（清掃事務所） 
立

地

法

の

指

針 

・廃棄物の減量化やリサイクルを促進し、環境負荷の少ない循環型社会を形成することは、社会全

体として求められている課題であり、関係法令等の制定等による制度面での進展や、区の施策と

の整合性に配慮しつつ、廃棄物の減量化及びリサイクル活動を推進するように努める。 
・地域の住民等の意識を高めるため、「廃棄物の減量化」及び「リサイクル推進」に資する活動等 
 の実施においては、その内容について地域の住民等への情報公開を推進する。 
 

現 
状 

区 廃棄物にかかわる事項等に記述あり 
都  

区

の

対

応 

・（６）廃棄物にかかわる事項のとおり 

 
（６）廃棄物にかかわる事項等 
①廃棄物の保管について（清掃事務所） 
立

地

法

の

指

針 

保管のための施設用量の確保                 （保管日数：2 日） 
 店 舗 面 積（単位 ㎡） 

1000 950 900 850 800 750 700 650 600 550 500 

廃棄物等の保管容量 10 ㎥ 9 ㎥ 9 ㎥ 8 ㎥ 8 ㎥ 7 ㎥ 7 ㎥ 7 ㎥ 6 ㎥ 6 ㎥ 5 ㎥ 

 

現 
状 

「飾区廃棄物の処理及びリサイクルに関する条例」 

区 店舗面積 500 ㎡以上 3,000 ㎡未満 延床面積 3,000 ㎡以上 
「大規模小売店舗等における事業系

廃棄物の減量及び適正処理に関する

要綱」 
ア 提出書類 
・廃棄物管理責任者選任届 
・大規模小売店舗における再利用計

画書 
・中小規模建築物の廃棄物保管場所

兼集積所等の設置届 
（作成提出は努力義務） 

イ 廃棄物排出量の算出基準につい

ては、特に定めなし 

「事業用大規模建築物における廃棄物の減量及び適

正処理に関する指導要綱」 
ア 提出書類 
・廃棄物管理責任者選任届 
・事業用大規模小売店舗における再利用計画書 
・再利用対象物保管場所設置届兼廃棄物保管場所等設

置届 
イ 廃棄物排出量の算出については下記を参照 

（保管日数 2 日） 
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＊1 ㎥を１９０㎏として計算すると 

 
・排出量は原則として６０ℓのポリ容器に換算し、そ

れを収納するスペースの置き場を確保する。 
・別途粗大ごみ保管場所を 3 ㎡以上確保する。 
・別途再利用対象物保管場所を確保する。 

（１万㎡未満は４㎡以上） 

 10,000 ㎡ 5,000 ㎡ 3,000 ㎡ 
店 舗 1.6t 0.8t 0.48t 
飲食店 4.0t 2.0t 1.2t 

 10,000 ㎡ 5,000 ㎡ 3,000 ㎡ 
店 舗 8.5 ㎥ 4.3 ㎥ 2.6 ㎥ 
飲食店 21.1 ㎥ 10.6 ㎥ 6.4 ㎥ 

区

の

対

応 

・「飾区廃棄物の処理及びリサイクルに関する条例」により運用し、店舗面積が 500 ㎡以上      
3,000 ㎡未満の大規模小売店舗は、「大規模小売店舗等における事業系廃棄物の減量及び適正処理

に関する要綱」、延床面積 3,000 ㎡以上の大規模小売店舗については「事業用大規模建築物におけ

る廃棄物の減量及び適正処理に関する指導要綱」に基づく届出等で指導する。 
 
②廃棄物等の運搬や処理について（清掃事務所） 
立

地

法

の

指

針 

・廃棄物等の保管場所の位置及び構造等 
・廃棄物等の運搬業者等処理業者の適正な選定 
・廃棄物等の敷地内処理の場合の適正な運営 
・廃棄物等の運搬及び処理の適切な処理 

現 
状 

区  

区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第４条に基づく指針に準ずる運用を行う。 
 ただし、運搬処理については事業者自己処理の徹底を図っていくものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



    18/22 

（７）騒音の発生にかかわる事項 
①騒音問題に対する対応策（環境課） 
立

地

法

の

指

針 

・騒音問題への一般的対策 
・荷さばき作業等営業活動に伴う騒音への対策 
・付帯設備及び付帯施設等における騒音対策 

現 
状 

区 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例及び騒音規制法による指導 
都 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（日常生活等に適用する規制基準） 

 
区  域 

時間の区分 
午前６～

午前８ 

午前８～

午後７ 

午後７～

午後１１ 

午後１１

～午前６ 

第一種（第 1 種・第２種低層住居地域、田園住居地域等） ４０db ４５db ４０db ４０db 
第二種（第 1 種・第２種中高層住居専用地域、第 1 種・第 2 種住居

地域等） 
４５db ５０db ４５db ４５db 

第三種（近隣商業、商業、準工業、工業地域等） ５５db ６０db 
  ＊ 

５５db
＊＊ 

５０db 

第四種（商業地域であって知事が指定する地域） ６０db ７０db 
＊ 

６０db
＊＊ 

５５db 

＊ 第三種区域及び第四種区域は午前 8 時から午後 8 時 
＊＊ 第三種区域及び第四種区域は午後 8 時から午後１１時 

区

の

対

応 

・荷物の搬入に伴う、トラックの運搬経路が、スムーズに当該敷地内に入り、路上で待機しアイド

リングなどによる騒音・排気ガス等で環境を阻害することのないよう敷地内でトラック等が待機

できるよう十分作業所のスペースを確保すること。 
・深夜、早朝の荷さばき場での作業音やトラックのバックソナー等による騒音等が周囲の環境に影

響を与えないよう防音壁等を設置すること。 
・駐車場内のアイドリングによる騒音・排気ガス・ドアーの開閉音等で付近環境を乱すことのない

よう駐車場設置には十分配慮し、必要とあれば防音壁等を設置すること。 

 
 
②騒音の予測・評価について（環境課） 
立

地

法

の

指

針 

・予測・評価に当たっての基本的事項 
・騒音の総合的な予測・評価方法 
・発生する騒音ごとの予測・評価方法 

現 
状 

区 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例及び騒音規制法による指導 
都 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例及び騒音規制法による指導 
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区

の

対

応 

・大規模小売店舗立地法第 4 条に基づく指針に準ずる運用を行う。 
 

 
（８）街並みづくり等への配慮等（環境課・都市計画課・住環境整備課） 
立

地

法

の

指

針 

・地域における統一した色彩や外観整備、風致地区などの地区指定に対する配慮。 
 また、植栽などの連続性や、照明装置等明るさ等への配慮など。 

現 
状 

区 「飾区緑の保護と育成に関する条例」 
※敷地面積が 300 ㎡以上が対象（建築物、駐車場等） 
（国及び地方公共団体が有する敷地は 250 ㎡以上） 

１ 地上部の緑化基準 
(1) 1,000 ㎡未満の敷地       ｛敷地面積×(1－法定建ぺい率)｝×0.2 
(2) 1,000 ㎡以上の敷地 

ア 敷地面積×0.2 
イ｛敷地面積×(1－法定建ぺい率)｝×緑化率－控除面積 

  のうち、いずれか少ない面積 
 
 
 
 
 
 

※空地面積＝敷地面積×(1－法定建ぺい率) 
    ※敷地面積が 1,000 ㎡以上でかつ法定建ぺい率が 90％以上の場合は、法定建ぺい

率を 90％として緑化する面積を算出する。 
ただし、(1)(2)の基準にかかわらず総合設計制度等を適用する建築物等に対しては、次に

よって算出される面積 
 （a）5,000 ㎡未満の敷地（国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1,000 ㎡未満） 
   （敷地面積―建築面積）×0.3 
 （b）5,000 ㎡以上の敷地（国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1,000 ㎡以上） 
   （敷地面積―建築面積）×0.35 
 

２ 建築物上の緑化基準 

1,000 ㎡以上の敷地が対象  
 （国及び地方公共団体が有する敷地は 250 ㎡以上） 

空地面積 緑化率 控除面積 
1,200 ㎡未満 10 分の 3 0 ㎡ 
1,200 ㎡以上 2,000 ㎡未満 10 分の 5 240 ㎡ 
2,000 〃 2,800 〃 10 分の 6 440 ㎡ 
2,800 〃 10 分の 7 720 ㎡ 
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(1) 総合設計制度等を適用して計画する建築物等 
（a）5,000 ㎡未満の敷地（国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1,000 ㎡未満） 

    屋上の面積×0.3 
 （b）5,000 ㎡以上の敷地（国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1,000 ㎡以上） 

  屋上の面積×0.35 
(2) 前項以外の施設 
（a）5,000 ㎡未満の敷地（国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1,000 ㎡未満） 

    屋上の面積×0.2 
 （b）5,000 ㎡以上の敷地（国及び地方公共団体が有する敷地にあっては、1,000 ㎡以上） 

  屋上の面積×0.25 
 ※屋上とは建築物の屋根部分で人の出入り及び利用可能な部分をいい、屋上面積とは屋上

のうち建築物の管理に必要な施設に係る部分の面積を除いた面積をいう。 
  
３ 接道部の緑化基準 

1,000 ㎡以上の敷地が対象 
（国及び地方公共団体が有する敷地は 250 ㎡以上） 
接道部緑化長さ≧接道部長さ×接道部緑化基準(率) 

 
接道部緑化基準(率) 

敷地面積 
 
 
施設の区分 

1,000 ㎡
未満 

1,000 ㎡
以 上
3,000 ㎡
未満 

3,000 ㎡ 
以 上
10,000 ㎡
未満 

10,000 ㎡
以 上
30,000 ㎡
未満 

30,000
㎡以上 

住宅、宿泊施設 6/10 7/10 8/10 

屋外運動場施設・屋外娯
楽施設、墓地、廃棄物等
の処理施設 

7/10 8/10 

工場、店舗、事務所、駐
車場、資材置場、作業場 

3/10 5/10 6/10 7/10 

庁舎、学校、医療施設、
福祉施設、集会施設 

6/10 7/10 8/10 

上記以外の施設 3/10 6/10 7/10 

その他 
※地上部の緑化面積を建築物上の緑化に振り替えることができる 
※建築物上の緑化面積を地上部の緑化面積に振り替えることができる 
※緑の基準を満たすことのできない相当の理由があり、かつ、飾区長がその理由を認める

ときは、この基準を緩和することができる。 
「飾区都市計画マスタープラン」平成 23 年 7 月 

都市計画マスタープラン「景観まちづくりの方針」の趣旨を踏まえて、飾らしい個性と

魅力ある景観づくりに配慮する。 
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「飾区風致地区条例」 
※許可が必要な行為 

ア、土地の形質変更（盛土・切土） イ、木竹の採取（伐採・移植） ウ、土石の採取 
エ、水面の埋め立て・干拓  オ、建築物・工作物の設置  カ、建築物の色彩変更 
 

区

の

対

応 

・「飾区緑の保護と育成に関する条例」及び「飾区風致地区条例」のとおり運用する。 
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飾区特定商業施設の立地に関する要綱における役割分担表 
（店舗面積 ５００㎡～１，０００㎡等） 

 
１ 総合的な調整 
 担当課 関係法規・条例 
（１）届出書の配布及び縦覧 
（２）検討委員会の開催 
（３）その他調整事項 

産業経済課 
 

 
 
２周辺地域の生活環境に関する事項 
 担当課 関係法規・条例 
（１）駐車場にかかわる事項 
   ①駐車場の必要台数の確保 

 ②駐車場の位置及び構造等 
交通政策課 

・大規模小売店舗立地法第 4 条

に基づく指針（準用） 

（２）駐輪場の確保等 
交通政策課 ・飾区自転車の安全利用及び

駐車秩序に関する条例 
（３）荷さばき施設の整備等 交通政策課 

道路管理課 
道路補修課 

・大規模小売店舗立地法第 4 条

に基づく指針（準用） 

（４）経路の設定等 

交通政策課 
道路管理課 
道路補修課 
教育総務課 

・大規模小売店舗立地法第 4 条

に基づく指針（準用） 

（５）廃棄物減量及びリサイクルについ

ての配置 
清掃事務所 

・飾区廃棄物の処理及びリサ

イクルに関する条例 
（６）廃棄物にかかわる事項 
   ①廃棄物の保管について 
   ②廃棄物の運搬や処理について 

清掃事務所 
・飾区廃棄物の処理及びリサ

イクルに関する条例 

（７）騒音の発生にかかわる事項 
   ①騒音問題に対する対応策 
   ②騒音の予測・評価について 

環境課 
・都民の健康と安全を確保する

環境に関する条例 
・騒音規制法 

（８）街並みづくり等への配慮等 
環境課 

・飾区緑の保護と育成に関す

る条例 
都市計画課 ・飾区風致地区条例 
住環境整備課 ・飾区風致地区条例 

※ なお、歩行者の通行利便の確保、防災対策への協力、バリアフリーへの配慮、その他廃棄物等への

対応策については、大規模小売店舗立地法における役割に従い担当する。 
 


